
 

自己点検・評価での課題への対応 

部局等 繊維・マテリアル研究センター   
 

自己点検・評価での課題等 

（２０２２年１月１０日実施） 
対応策・対応状況・部局長の意見等 対応策に対する進捗状況 

基準番号：２－１ 来年度より現在センターの実質的な管理活動を行

っている管理部門は運営部門に名称をへんこうする

予定であり，これは来年度開催の運営委員会に諮る

予定である。また，それに伴い管理部門に関する要項

の整備も行う予定にしているので，その課題は近い

将来に解決できると考えている。 

2022 年度に管理部門を運営部門に名称を変更し，現在は運営

部門としてセンターの実質的な管理活動を行っている。運営部

門に関する要項整備は，現在整備に向けて学内の関連要項を調

査し始めている。 

現在のセンターの実質的な管理運営

は，管理部門で行っている。管理部門

は同センター運営委員会で承認された

ものの，同センター規程では管理運営

を行う部門としては運営部門を明記し

てあり，矛盾が生じている。 

基準番号：２－２ センターには運営部門と研究部門で組織され，適

切に運営されているが，例えばそれぞれの部門を定

義する規程や要項，申し合わせの整備が遅れている。

これらは，学内の各センターにおける規程や申し合

わせ等を参考にしながら，漏れがないように整備を

行う予定にしている。運営委員会では各種規程や要

項等の整備については，運営部門に一任することが

すでに承認されているので，整備が済み次第，順次

整備状況の報告を行うことにしている。 

先立ち，教員業績評価に関する関連要項等の整備は完了した。

センターの運営部門や研究部門など，センターの活動に関連す

る要項等の整備は，現在整備に向けて学内の関連要項を調査し

始めている。できるだけ早急に整備を完了したい。 

センターの設置目的を達成する上で

必要な実施体制が適切に整備され，か

つ機能していると判断でき，それぞれ

の実施体制はセンターの活動を支え，

十分に機能しているが，その体制を定

義する規定や要項，申し合わせの整備

が遅れているのが課題である。 

基準番号：２－３ 兼任教員の充実はセンターの活動の活性化には必

要不可欠である。現在は工学系部門を中心に兼任教

員に就任いただいているが，今後は附属原子力工学

研究所からの増員に加え，教育・人文系部門，医学

系部門の教員にも広く兼任教員の増員を図る予定に

している。加えて，各小委員会についても委員会の

申し合わせや要項の整備を行うとともに，機能化を

図る予定である。いずれにせよ，専任教員の増員が

 兼任教員については，2022 年度に 3 名の兼任教員が定年退職

や異動等により退任したが，医学系部門，ライフサイエンス支

援センター，テニュアトラック推進本部などから新たに 5 名の

教員が兼任教員に就任いただき，兼任教員数は着実に増員して

いる。今後は，附属原子力工学研究所や教育・人文系部門をは

じめとして，学内から広く兼任教員への参画を呼び掛ける予定

である。また，センター内にある各小委員会についても，機能

化を図るべく，活動方針の提示を行い，活動の推進を図る予定

センターの目的を達成するために兼

任教員の充実や運営委員会内に組織化

された各小委員会の機能化が課題とな

っている。 



 

不可能である現状においては，他部門に所属してい

る兼任教員がどのようにセンターの活動に寄与して

いただけるかの雰囲気作りが課題であり，それを解

決すべく引き続き検討を重ねていきたい。 

である。 

基準番号：３－１  センターの設置目的を達成する活動として，共同

研究や地域貢献のイメージが強いが，繊維・マテリ

アル分野の研究の推進も目的である。研究の推進や

地域貢献へ寄与するには国際的な活動も不可欠であ

る。特に，繊維分野の研究推進をより加速するには

繊維分野で先端を行くアジアや欧米との交流は必要

不可欠である。幸いにもセンターの専任教員や兼任

教員にはこれまでの研究活動で培った様々な国際的

実績やコネクションを有している。これらを活かし

て，国際交流活動を推進し，国際共同研究や交流協

定の締結につなげることを目標として国際交流を推

進していきたい。 
 

 2022 年度は，ベルギーのゲント大学からの訪問に対して，繊

維・マテリアル研究センターが中心となって対応した。また，

コロナ禍が落ち着き，海外への渡航ができるようになった状況

になり，専任教員がマンチェスター大学に訪問するなど，国際

交流を始めつつある。今後は，兼任教員が持つネットワークを

活かして，国際交流活動を推進することを目指したい。 

今後の課題として，センター専任教

員や兼任教員がこれまで培ってきた交

流実績を活かした国際交流の推進が挙

げられる。 

基準番号：３－３および３－４  今回の評価期間では，新たに着任した専任教員の

尽力により NEDO や AMED などの大型外部資金の

導入に至り，さらに医学系部門や教育・人文社会系

部門所属の教員との共同研究にもつながった。これ

らの成果をベースにして，共同研究の広がりに資す

ることが大事であり，新たな大型外部資金の導入に

つなげることができるような体制づくりや事業につ

いて，検討を始める予定にしている。 
 

 センター設立から専任教員を中心として大型外部資金が導入

され，研究が進んでいるが，単発なものが多く，それを基に新

たな外部資金の導入につなげるためには，組織的な取り組みが

必要となる。現在では，人的な交流の継続性のため，専任教員

との共同研究に関わった教員を兼任教員として新たに加えた。

さらにセンターに設置している外部資金強化小委員会の実質化

を図ることで，外部資金導入につなげる体制を整える検討を行

っている。 

本学の目的等の達成に資する，また

は本学の中期目標・計画の達成に資す

る成果・効果を，今後も安定的にあげ

つづけることが課題となる。 

  



 

基準番号：５－１  繊維・マテリアル研究センターに関係する教員の

研究は実験系の内容が多く，測定機器の充実は研

究の質を維持・向上するのに必要不可欠であり，

それらの充実が将来の学内における繊維・マテリ

アル分野のレベルアップにつながり，それらが共

同研究の増加，大型外部資金の導入につながると

考えられる。それを解決すべくセンター内の小委

員会を中心として検討を始める予定にしている。

また，センター単独ではこれらの設備更新や導入

は難しい場合は，他部局との共同提案などを模索

していきたい。また，人的資源の確保も重要な課

題である。特に測定機器の管理を教員が担ってい

る現状は，人件費の削減には貢献するものの研究

の遂行には支障をきたしていると考えられ，その

状況を少しでも改善する対策が急務であるが，セ

ンター単独での解決は難しいため，これも他部局

とのコラボも視野に入れた検討を進める予定であ

る。 

 学内での設備の調査があった場合，兼任教員に希望調査をし

ているが，なかなか具体的な提案が上がってこない。そこで，

センター内に設置している活動強化委員会や外部資金強化小委

員会により，兼任教員間で整備の要望のある実験設備を調査し，

募集があればいつでも提案できるように準備を行うべく，体制

づくりの検討を進めている。 
 

繊維・マテリアル研究センターの専

任教員および兼任教員の研究内容は多

岐にわたり，しかも実験系の研究内容

が多いことから，質の高い繊維・マテ

リアル分野の研究を維持するには，例

えば透過型電子顕微鏡などのような規

模の大きく，汎用性の高い研究・教育

設備の更新などが課題である。また，

それらを管理する人的資源の確保も必

要不可欠であり，その点も今後の課題

として挙げられる。 

基準番号：６－１  繊維・マテリアル研究センターの財政状況は，専

任教員の研究費や人件費，事務職員の人件費は大学

から安定的に配分されているが，センターとしての

活動経費は，今のところ毎年配分を受けているが，

不透明な状況が続いていると感じている。今後，活

動範囲が広がると新たな経費も必要となってくるの

で，新たな外部資金の導入を模索するなどの対応が

必要である。このことは，前身組織であった工学研

究科附属繊維工業研究センターからの課題であり，

センター運営委員会内の小委員会などにより組織的

な検討を進めたい。 

 大学から募集のあったミッション実現戦略分に「カーボンニ

ュートラルに寄与する次世代繊維・マテリアル研究拠点形成」

の取組計画を提案し，2022 年度から配分額を受けている。ただ，

センター独自の外部資金獲得にはまだ至っていない。そのため，

センターに設置している外部資金強化小委員会を中心に外部資

金獲得の検討を行うべく体制づくりの検討を進めている。 

専任教員が設置目的に沿った活動を

行うための財政基盤は有していると判

断されるが，昨今の大学の財政状況の

厳しさから，特に大学から配分される

繊維・マテリアル研究センター経費が

安定して配分されるかが不透明であ

る。そのために，センター運営のため

の外部資金の導入が必要と判断され，

今後の課題である。 

  



 

基準番号：７－２  前述の基準番号２－１，２－２，２－３のところ

でも述べたように，センターの実質的な管理を行う

運営部門，センターの基幹組織である研究部門，セ

ンターの活動を支える兼任教員などに関する規程や

要項の整備が遅れているが，できるだけ早急にそれ

らの整備を行う予定である。センターの運営委員会

では，これらの整備についてはセンター運営部門（旧

管理部門）に一任する旨の承認は得ているので，整

備を急ぎたい。 

 先に，本年度から始まる教員業績評価へ対応するため，セン

ター内で整備が不十分であった教員業績評価に関する要項等の

整備を工学系運営管理課の協力のもと，行った。センターの基

幹組織や兼任教員などの整備については，学内の類似の要項等

の調査を行うなどの準備を進めている段階である。 

センターの実質的な管理を行ってい

る管理部門，センターの基幹組織であ

る研究部門や兼任教員に関する要項な

ど，センター規程において「別に定め

る」と明記した規定や要項に関して

は，まだ整備がなされていないことが

課題である。 

※記入欄は適宜追加してください。 


